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本研究の背景 
 

今日の経済社会における継続的発展の背景には、高度に発達した電気・電子工学を基盤とし

た技術の発達がある。例えば、近年急速な発達を遂げた電子・情報通信技術の根幹をなす半導体

テクノロジー、種々の電子計算機をはじめとするOA機器、また情報通信技術を複合的に用いた携

帯電話等のモバイル・コンピューティング機器やその接続環境など、その例は枚挙にいとまがな

い。一方、社会に生きる我々人間の生活空間は多種多様な環境影響の下にある。都市の大気汚染

問題やヒートアイランド現象問題などの、ある意味古典的な環境影響問題に加えて、近年新たに

電気・電子情報通信機器から発生する高周波電磁波による環境影響が社会的な関心を集めている。

これらの機器は、今日の我々の生活や産業の根幹となるインフラを形成しており、現代社会にお

いて不可欠となっている。したがって今後、職場環境において更なる増強が予想される電子計算

機や、一般生活環境においても発達の一途を辿るであろう情報通信機器との共生を、我々

は余儀なくされると考えられる。  

このような日進月歩の技術革新と同じ速度で環境中の高周波電磁波問題も深刻さが増しており、

様々な観点による精密な影響検証が必要となりつつある。それに対して、その人体などへの影響

検証は実験や疫学手法が中心となり、またその結果により安全基準値が定められている。一方、

従来の実験および経験的手法に加えて数値解析手法に基づく手法を用いて環境中の高周波電磁波

による影響を算出しようとする気運が高まりつつある。これは、近年、電気電子工学において回

路設計を行う際のEMC対策等に盛んに用いられている高周波電磁波シミュレーション技術を応

用したものである。本研究では実際の生活環境を実スケールでモデル化を行い、数値

シミュレーション手法により環境中の高周波電磁波を定量的に算出した上で、既



定の環境安全許容基準と比較することによって、環境アセスメントの一助とする

ことにより、環境中の高周波電磁波に関する安全性向上に寄与することを目的と

する。 

 

数値解析手法の検討 

 

現在、環境中の高周波電磁波解析を行う手法としては、理論体系が明快であり、かつYee格子

内で電磁波伝播の物理的描象を表現しており、直感的にシミュレーションを行うことが可能な

FDTD法が多く用いられている。しかしながら、実環境に基づいて計算モデル作成を行った場

合、部分的に微細構造となり、FDTD法で用いられているような直方格子によるメッシュ分割

は、場合によっては適切でないこともある。よって、非構造格子を用いて境界適合性を確保す

るほうが、より望ましい。一方、環境電磁波問題はその評価の際、本質的に瞬時値より着目周

波数における時間平均値が重要となる。したがって、ある特定の周波数における時間定常問題

として取り扱うほうが、時間非定常解析を行い全周波数を計算する場合と比較して効率的であ

る。これらの観点からは、FDTD法よりも有限要素法か境界要素法を数値解析手法として選択

するほうが有利であると考えられる。しかし、解析領域の大きさは10～20[m2]程度（体積約40

～80[m3]）の空間を実環境スケールでモデル化を行うため、境界要素法では、方程式を解く際

の密行列計算で相当な苦労を要する可能性がある。この観点では、有限要素法の係数行列のよ

うな疎行列を反復法で解くような手法か、陽解法を用いているFDTD法を選択するのが望まし

いと考えられる。以上より、本研究においては有限要素法が最も適切な数値解析手法であると

考える。 

 
解析コード開発と検証 

 
本研究において、新たに高周波環境電磁波向け解析システムの開発を行った。定式化に関して

は、解析領域の構成材料が空気やプラスチック、水のような誘電材料であるため変位電流を無視

することが出来ないことから、波動方程式を解くべき方程式とした。材料定数である透磁率およ

び誘電率は本研究で考える周波数特性より、線形、非分散性として扱うことが妥当であることか

らすべて定数とした。また、有限要素離散化によって得られる係数行列が実定数行列となるよう

な定式化を行った。本解析コードの検証を簡単な検証用アンテナモデルを作成して解析解との比

較を行った結果、環境電磁波の定量評価を行うには十分な精度が保証されていることが確認され

た。 

 

 
 

解析コードによる環境中の高周波電磁波の評価 



 
本研究において開発した環境電磁波解析コードを用いて環境安全評価を行う手法に関して、実

環境に基づいて作成した計算モデルを用いて計算を行った結果と、既定の許容基準との比較を行

うことによって、環境アセスメントを行う手法を示した。本手法の適用例として、実環境問題で

最も典型的かつ重要な、コンピュータ等の OA 機器が設置されている職場環境、および通勤電車

車内での携帯電話の使用を想定した一般生活環境における高周波電磁波に関する安全評価を行う

問題を取り上げた。実環境に基づいて作成された計算モデルを用いて環境電磁波解析コードによ

り計算を行い、本解析コードが複数材料で構成される複雑形状を有する大規模モデルを用いた高

精度な解析が可能であることを示した。続いて、得られた磁場強度分布および電場分布をもとに、

それぞれの場について定められている許容基準値との比較を行った上で、想定されるリスク評価

を行うことにより、環境中の高周波電磁波に関する安全評価を行うことが可能であることを示し

た。 

 
結言 

 

本研究では、環境電磁波の評価手法に関して、数値解析手法を取り入れることの必要性を考察

するとともに、環境電磁波解析手法における現状とその問題点を分析することで、新たに環境電

磁波解析コードの開発を行う必要があるという結論を得た。その実現のために、環境電磁波問題

が持つ性質に着目し、数値解析手法の選択および解くべき方程式、解析条件等の検討をおこない、

数値解析手法として有限要素法を選択することとした。 

また、本研究において、開発・構築を行った環境電磁波解析システムに関して、詳細検討を行

った結果について述べ、本解析システムを用いた環境アセスメント手法を提示した。これらの結

果より、開発した解析コードは環境電磁波計算・評価ツールとして十分な精度が補償されている

ことを示した。また、本解析コードにより、実環境に基づいて構築した計算モデルを用いた解析

が可能であることを示した上で、解析結果を元に、既定の環境中の高周波電磁波に関する許容基

準値と比較を行うことにより、環境アセスメントを行う手法を提示した。評価指標として、環境

中の磁場強度（磁束密度）および電場強度を用いて許容基準との比較を行い、また、想定される

リスク検討を行うことにより、安全評価を行った。本手法は、本研究で取り上げた以外の問題に

おいても、その環境に基づいた計算モデルを構築することにより適用可能であり、数値解析手法

を用いた新たな環境安全評価手法となりうる見通しを得た。 

 

 


